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助成金について

　厚生労働省が提供する助成金は、雇用
の安定、職場環境の改善、仕事と家庭の
両立支援、従業員の能力向上などに役立

つものが多数あります。
　その中でも勤務医の勤務環境改善に活
用していただきたい「働き方改革推進支
援助成金」についてご紹介します。

働き方改革働き方改革
働き方改革推進支援助成金の活用について
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【概要】

　2024年4月1日から勤務医について上
限規制が適用されています。
　このコースは、生産性を向上させ、時
間外労働の削減、勤務間インターバル制
度の導入や医師の働き方改革推進に向け
た環境整備に取り組む中小企業事業主＊1

を対象とする助成金となります。
＊1�当該助成金における医療法人等に関す
る中小企業の範囲は、 以下のとおりで
す。
　①�出資持分のある医療法人‥下記の

ア、イいずれかに当てはまる場合
は、中小企業に該当します。

　　ア　出資の総額が5,000万円以下
　　イ�　常時使用する労働者数が300人

以下
　②�その他の医療法人等‥常時使用す

る労働者数が 300人以下

【支給対象となる事業主】

　支給対象となる事業主は、次のいずれ
にも該当する中小企業事業主です。
⑴�労働者災害補償保険の適用事業主であ
ること。

⑵�交付申請時点で、「成果目標」1から4の
設定に向けた条件を満たしているこ
と。

⑶�全ての対象事業場において、交付申請
時点で、年5日の年次有給休暇の取得
に向けて就業規則等を整備しているこ
と。

⑷�中小企業事業主であること。
⑸�労働基準法第141条第1項に規定する
医業に従事する医師（労働者に限る）が
勤務する病院（医療法第1条の5第1項
に規定する病院をいう）、診療所（同条
第2項に規定する診療所をいう）、介護
老人保健施設（介護保険法（第8条第28 
項に規定する介護老人保健施設をい

う）または介護医療院（同条第29項に
規定する介護医療院をいう）を営む事
業主であること。

【支給対象となる取組】

　いずれか1つ以上実施してください。
1 �労務管理担当者に対する研修（研修に
は勤務間インターバル制度に関するも
の及び業務研修も含む）
2 �労働者に対する研修、周知・啓発（同上）
3 �外部専門家（社会保険労務士、中小企業
診断士など） によるコンサルティング
4 �就業規則・労使協定等の作成・変更
5 �人材確保に向けた取組
6 �労務管理用ソフトウェアの導入・更新
7 �労務管理用機器の導入・更新（原則と
してパソコン、タブレット、スマート
フォンは対象外）
8 �労働能率の増進に資する設備・機器等
の導入・更新（デジタル画像診断シス
テム、内視鏡自動洗浄機導入等）

【成果目標の設定と助成金上限額】

　支給対象となる取組は以下の「成果目
標」1〜5のうち1つ以上選択しその達成
を目指して実施します。
1 �全ての対象事業場において、令和6年
度又は令和7年度内において有効な36
協定について、時間外・休日労働時間
数を縮減し、月60時間以下、又は月60
時間を超え月80時間以下に上限を設定
し、所轄労働基準監督署長に届出を行
うこと<上限額150万円〜250万円>

2 �全ての対象事業場において、年次有給
休暇の計画的付与の規定を新たに導入
すること<上限額25万円>

3 �全ての対象事業場において、時間単位
の年次有給休暇の規定を新たに導入
し、かつ特別休暇（病気休暇、教育訓
練休暇、ボランティア休暇、不妊治療
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のための休暇、時間単位の特別休暇）
の規定をいずれか1つ以上を新たに導
入すること<上限額25万円>
4 �全ての対象事業場において、9時間以
上の勤務間インターバル制度の規定を
新たに導入すること（いわゆるB水準
の医師、連携B水準の医師、C1・C2水
準の医師については10時間以上に読み
替える）<上限額60万円〜170万円>

5 �医師の働き方改革推進に関する取組と
して以下⑴、⑵を全て実施すること<

上限額50万円>

　⑴労務管理体制の構築等
　　ア.�労務管理責任者を設置し、責任

の所在とその役割を明確にする
こと

　　イ.�医師の副業・兼業先との労働時
間の通算や医師の休息時間確保、
長時間労働の医師に対する面接
指導の実施に係る協力体制の整
備を行うこと（副業・兼業を行う
医師がいる場合に限る）

　　ウ.�管理者層に対し、人事・労務管理
のマネジメント研修を実施するな
ど、労働時間管理について理解を
深める取組を行うこと

　⑵�医師の労働時間の実態把握と管理
　　�　労働時間と労働時間でない時間の

区別などを明確にした上で、医師の
労働時間の実態把握を行うこと

　・�上記の成果目標に加えて、対象事業
場で指定する労働者の時間当たりの
賃金額の引上げを3%以上行うこと
を成果目標に加えることができる。
<上限額15万円〜480万円>

【支給額】

　取組の実施に要した経費の一部を、成
果目標の達成状況に応じ、以下のいずれ
か低い方の額を支給します。

⑴�成果目標1から5の上限額および賃金加
算額の合計額

⑵�対象経費の合計額×補助率3/4（労働
者数が30人以下かつ、【支給対象とな
る取組】で6〜8を実施する場合で、そ
の所要額が30万円を超える場合の補助
率は4/5）

【申請の流れ】

①�「交付申請書」を労働局雇用環境・均等
室へ提出　<11月29日必着>

②�労働局より交付決定の可否について通
知

③�交付決定後に計画に沿った取組みを実
施<事業実施は令和7年1月31日まで>

④�「支給申請書」を労働局雇用環境・均等
室へ提出

　�<事業実施予定期間終了日から30日後

または令和7年2月7日のいずれか早い

日までに必着>

⑤�労働局より支給決定の可否について通
知

鹿児島県医療勤務環境改善支援セン

ターについて

　勤改センターでは勤務環境改善に取り
組む医療機関への個別支援・相談対応等
のため、労務管理アドバイザー（社会保
険労務士）と医業経営アドバイザー（医
業経営コンサルタント）が、各医療機関
からの勤務環境改善に関する相談、照会
等に対応するとともに、ニーズに応じて
医療機関を訪問し、勤務環境改善計画の
策定など、計画的な勤務環境改善の取組
を支援します。今回ご紹介しました働き
方改革推進支援助成金の申請についても
支援しますので、まずはお電話でご相談
ください。℡ 099-813-7731


